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１．「学術の社会的連携・協力の推進事業」の趣旨 

（１）背景 

独立行政法人日本学術振興会（以下「学振」という。）は、昭和７（1932）年に昭和天皇の

御下賜金を基金として創設された、学術の振興を目的とする日本で唯一の独立した資金配

分機関です。学術研究への助成、研究者の養成、学術に関する国際交流の促進、大学改

革の支援などとともに「学術の社会的連携・協力の推進事業」（以下「本事業」という。）を行

っています。 

本事業では、産学協力の場として、産学協力委員会（以下「委員会」という。）及び萌芽グ

ループ（以下「グループ」という。）を設定して事業を運営しています。 

 

（２）本事業の意義・目的 

学界と産業界の研究者等からの発意により新たな観点から産学協力の場を構築し、組織

や研究分野の垣根を越えた、学術研究(＊１)に基づく価値創造につなげることを目的とします。 

将来的に、この価値創造が、学界と産業界の連携が必要な研究領域などにおいて、我が

国の研究力向上、産学共同研究等に波及していくことを期待しています。 

 

＊１：ここでいう学術研究は、基礎研究、応用研究、開発研究という研究の性格や段階を問

うものではありません。 

 

（３）委員会・グループの活動と責任 

① 委員会・グループ（以下「委員会等」という。）の活動は単に下記「具体的な活動項目」

の実施のみを目的とするのではなく、価値創造につながるような指向性を有することが

期待されます。その際、デジタル技術・AI 等の活用を視野に入れることも推奨されます。 

 

具体的な活動項目（応募にあたっては下記項目にとらわれずに構想してください。）： 

・産学が連携して議論を深める研究会 

・共通課題について異分野で行うパネルディスカッション等 

・各委員等による講演 

・関連企業や公的研究機関の研究開発現場の見学会 

・学界及び産業界の若手委員を中心とした研究会 

・ホームページによる活動内容の発信 

 

価値創造につながる例： 

(ア) 学界から産業界に対する新たな課題の提案（社会情勢等から早晩問題となり得る

ような事項を含む。） 

(イ) 産業界の複数の業種が共有する問題意識への取組の提案（学術研究の発展上

も重要な内容） 
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(ウ) 学界および産業界から提案される協調領域の設計の検討（新たな切り口からの産

学連携活動の提案） 

(エ) 社会実装を見据えた、委員会等内で行う戦略的研究課題の検討 

 

② 委員会等の活動（会議・研究会等の開催やその過程における検討結果の発信など

全ての活動）は、参加者が責任を負うものとし、その結果の責任も同時に負うものとし

ていますので、十分に留意してください。このことは、本事業がボトムアップによる自由

な活動を担保していくことを前提としていることから、明示しているものです。 

 

（４）委員会等の活動に対して学振が支援する具体的な業務内容 

本事業で設定が認められた委員会等に対し、学振が委員会等活動における業務の一部

を支援します。具体的な業務内容は、以下のとおりです。 

① 会議・研究会等に関すること 

ア． 委員会等が単独で開催する会議・研究会等における会議費の支出業務（複数の

委員会等による共催は可） 

イ． 会議・研究会等の開催に必要な印刷製本費、通信運搬費、消耗品費、業務委託

費の支出業務 

ウ． 会議・研究会等における講演者への謝金、会議・研究会等の開催を一時的に補

助する委員会の会員及びグループのメンバー以外の者への謝金の支出業務 

エ． 会議・研究会等に参加するための移動交通費等の支出業務 

② その他委員会等の運営に関すること 

オ． 委員会等が管理、運営するウェブページ諸経費支出業務 

カ． 委員会等の運営の事務補助を行う者への謝金支出業務 

キ． 移動交通費等や謝金の支出額の情報提供業務 
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２．公募対象 

・産学協力委員会： １０委員会程度 

・萌 芽 グ ル ー プ： ５グループ程度 

 

※なお、委員会とグループのどちらに応募をするかについては、規模のみならず、取り扱う

研究テーマの成熟度（深まり）をもとに判断してください。 

 

２－１ 産学協力委員会 

（1）産学協力委員会の名称 

本事業で設定が認められた委員会は、「日本学術振興会○○□□委員会（＊２）」の名称の

使用を認めます。 

＊２：○○には学振が定める番号、□□には委員会が決める活動内容等が分かる名称が入

ります。□□は委員会の目的（意図）を明示するような名称となるようにしてください。 

 

（２）活動要件 

応募する活動が以下の要件を満たすこと。 

【形式要件】 

１．委員会の構成 

１－１ 日本学術振興会協力会会則第５条第１号に定める法人会員になろうとする企業

に属する者及び同第２号に定める個人会員になろうとする者（以下「設立発起人」と

いう。）１０名以上で構成されていること。 

１－２ 法人会員は、５社以上が望ましい。ただし、日本標準産業分類小分類に定める 2

種類以上の業種が参加していること。 

１－３ 法人会員数（法人数）に対する個人会員数がおおよそ、0.5 倍以上かつ 2 倍以

下であることが望ましい。 

２．参画予定の会員の状況 

２－１ 設定時点で、45 歳未満の個人会員が全個人会員の 2 割以上が望ましい。 

３．活動状況 

３－１ 会員全員を対象とする会議・研究会等（委員会の運営に関する会議を除き、かつ

委員会内に閉じた開催に関するもの。）の開催計画数はオンライン形式の会議を含

め、毎年度 4 回以上とすることが望ましい。 

 

【その他の要件】 

① 研究助成ではないこと。 

② 学協会に係る国際会議等の誘致が主たる目的ではないこと。 

③ 提案した活動内容を実施するための適正な会費確保の見通しがあること。 
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【留意点】 

・ 複数の研究者及び民間の産業人等が自主的に集まりボトムアップにより構築されたフォ

ーラムを対象として想定しています。 

・ 前身の活動がある場合でも、新たなテーマを設定している場合は対象として想定していま

す。 

・ 一つの大学や企業等における産学連携活動は対象としません。 

・ 分野横断型又は分野として確立していない研究分野であることが望ましい。 

・ 学術研究に基づく価値創造につながる活動を対象として想定しています。 

 

日本学術振興会協力会会則(抄) 

第 3 条 本会は、独立行政法人日本学術振興会（以下「振興会」という。）の行う学術の

社会的連携・協力の推進事業、その他の事業の発展に協力することを目的とする。 

 

第 5 条 本会の会員は、次のとおりとする。 

（１）  法人会員 以下のすべての要件を満たした法人を法人会員とする。 

（ア） 本会の目的に賛同すること 

（イ） 参加する産学協力委員会（振興会が設定したものに限る。以下「委員会」

という。）が入会を認めること 

（ウ） 参加する委員会が定めた会費年額を収めること 

（２）  個人会員 以下のすべての要件を満たした者を個人会員とする。 

（ア） 本会の目的に賛同すること 

（イ） 大学、高等専門学校、大学共同利用機関若しくは国等の試験研究機関

で雇用され研究活動を行っていること、又はその経験を有すること 

（ウ） 本事業において学術研究に関するシーズを提供できること 

（エ）参加する委員会が入会を認めること 

２ 会費については別に定める。 

 

（３）設定期間 

令和９（２０２７）年４月１日（予定）～令和１４（２０３２）年３月３１日 

なお、継続設置を希望する場合は審査の上、5 年間の継続を認める場合があります。 

 

※：本公募時点で設置中の委員会が、本公募により令和９年度からの継続設置を希望す

る場合、委員会名（３ページ「２－１（１）産学協力委員会の名称」の□□）を変える必要

があります。なお、審査の結果継続設置が認められた場合、学振が定める番号（３ペー

ジ「２－１（１）産学協力委員会の名称」の○○）に関しては変更しないで同一の番号と

する予定です。 

※：本公募により設置される委員会が令和１４年度からの継続設置を希望する場合、同一

委員会名（３ページ「２－１（１）産学協力委員会の名称」の□□）での継続は１回までと
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します。委員会名を変更する場合はこの限りではありません。 

 

 

（４）経費等 

１）財源 

委員会の活動に必要な財源は、原則として法人会員が支払う会費によることとし、日本学

術振興会協力会（以下「協力会」という。）の会費収入額のうち、１００分の８５以内の金額で

委員会を運営していただきます。なお、事業資金の使用は設定期間内に限ります。 

会費収入額の１００分の１５の金額については、協力会における本事業の運営事務経費

となります。 

 

２）支出可能範囲 

本事業において、経費として支出できる範囲は、以下のとおりです。なお、支出可能範囲

の詳細については、設定が認められた委員会に別途連絡します。 

① 消耗品費：会議・研究会等の実施に必要な消耗品を購入する経費 

② 謝金：講演者への講演謝金、会議・研究会等の開催を一時的に補助する会員以外

の者への謝金、委員会運営の事務補助を行う者への謝金 

③ 移動交通費等：会議・研究会等に参加する会員及び講演者に対する国内外の交通

費、日当、宿泊費及び旅行雑費 

④ 業務委託費：会議・研究会等の開催に必要な業務請負等に係る経費 

⑤ 印刷製本費：会議・研究会等の開催に必要な書類作成のための印刷代 

⑥ 会議費：会議・研究会等会場の借料、会議・研究会等に伴う飲食代（アルコール類は

除く。） 

⑦ 通信運搬費：電話料、インターネット使用料、宅配便代、郵便料  等 

⑧ その他：やむを得ない事情により学振が必要と認めた経費 

 

３）経理処理の流れ 

委員会における経理処理は「独立行政法人日本学術振興会 学術の社会的連携・協力

の推進事業 経費等に係るルール」によるものとします。２－３（３）の申請者には参考として

現行版を事前に送付します。 
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２－２ 萌芽グループ 

令和７年度から、学界と産業界の連携が問題の解決に必要でありながらも、方向性や組織

づくりが十分ではないテーマ、領域について、学界や産業界の若手研究者を含む研究者が

広く関わる機会を創出し、産学が協力する組織づくりの端緒とする目的から、委員会とは別に、

グループの募集を行っています。 

グループにおいては、上記目的に鑑み、将来的に委員会につながる応募を期待しています。 

 

（1）萌芽グループの名称 

本事業で設定が認められたグループは、「日本学術振興会○○□□グループ（＊３）」の名

称の使用を認めます。 

＊３：○○には学振が定める番号、□□にはグループが決める活動内容等が分かる名称が

入ります。□□は構想グループの目的（意図）を明示するような名称となるようにしてください。 

 

（２）活動要件 

応募する活動が以下の要件を満たすこと。 

【形式要件】 

１．グループの規模 

１－１ 産学協力総合研究連絡会議等設置要項第８条に定めるメンバーになろうとする

個人（以下「設立発起人」という。）３名以上で構成されていること。 

１－２ 産業界からのメンバーは、２名以上が望ましい。また、産業界メンバーの所属先は

２社以上が望ましい。 

１－３ 学界からのメンバーは、２名以上が望ましい。 

２．参画予定のメンバーの状況 

２－１ 設定時点で、45 歳未満のメンバーが含まれていることが望ましい。 

２－２ 設定期間中を通じて産業界及び学界からのメンバーから構成されることを原則と

する。ただし、設定期間中に産業界からのメンバーを含める見込みがある場合に限

り、学界からのメンバーだけで構成されることも可能とする。 

３．活動状況 

３－１ メンバー全員を対象とする会議・研究会等（グループの運営に関する会議を除き、

かつグループ内に閉じた開催に関するもの。）の開催計画数はオンライン形式の会

議を含め、毎年度２回以上とすることが望ましい。 

 

【その他の要件】 

① 研究助成ではないこと。 

② 褒賞・顕彰ではないこと。 

③ 学協会に係る国際会議等の誘致が主たる目的ではないこと。 

④ 委員会への発展に向けた構想が明確であること。 
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【留意点】 

・ 複数の研究者及び民間の産業人等が自主的に集まりボトムアップにより構築されたフォ

ーラムを対象として想定しています。 

・ 分野横断型又は分野として確立していない研究分野であることが望ましい。 

・ 学術研究に基づく価値創造につながる活動を対象として想定しています。 

 

独立行政法人日本学術振興会産学協力総合研究連絡会議等設置要項(抄) 

 （萌芽グループの設置） 

第６ 振興会に、研究分野又は研究課題ごとに産学協力研究の端緒とする目的から、

主題別の萌芽グループを置くことができる。 

 

 （萌芽グループの所掌事務） 

第７ 萌芽グループは、当該主題に関し専門的に調査審議を行い、その結果をとりまと

める。 

 

 （萌芽グループの組織） 

第８ 各萌芽グループは、３人以上のメンバーで組織する。 

２ メンバーは、当該主題に関係する学識経験のある者のうちから、理事長が委嘱す

る。 

 

第９ 各萌芽グループにグループリーダーを置く。 

２ グループリーダーは、その萌芽グループのメンバーが互選する。 

３ グループリーダーは、萌芽グループの運営を掌理する。 

４ グループリーダーに事故があるとき、又はグループリーダーが欠けたときは、その萌

芽グループのメンバーのうちからグループリーダーのあらかじめ指名する者が、その職

務を代理し、又はその職務を行う。 

 

 （萌芽グループの存続期間） 

第１０ 各萌芽グループの存続期間は、最長で３年とする。 

 

（３）設定期間 

令和９（２０２７）年４月１日（予定）～令和１２（２０３０）年３月３１日 

※設定期間は最長３年間とします。 

※設定期間中においても委員会の公募への応募は可能とします。委員会に採択された

場合、採択された年度をもって、グループの設定期間は終了とします。 
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（４）経費等 

１）財源 

グループの活動に必要な財源は、年間１００万円程度を上限として学振から支出します。

なお、事業資金の使用は当該年度内に限ります。年度の異なる支払に対して使用すること

はできません。 

 

２）支出可能範囲 

本事業において、経費として支出できる範囲は、以下のとおりです。なお、支出可能範囲

の詳細については、設定が認められたグループに別途連絡します。 

① 消耗品費：会議・研究会等の実施に必要な消耗品を購入する経費 

② 謝金：講演者への講演謝金、会議・研究会等の開催を一時的に補助するメンバー以

外の者への謝金、グループ運営の事務補助を行う者への謝金 

③ 移動交通費等：会議・研究会等に参加するメンバー、講演者及び博士後期課程学生

に対する国内外の交通費、日当、宿泊費及び旅行雑費 

④ 業務委託費：会議・研究会等の開催に必要な業務請負等に係る経費 

⑤ 印刷製本費：会議・研究会等の開催に必要な書類作成のための印刷代 

⑥ 会議費：会議・研究会等会場の借料、会議・研究会等に伴う飲食代（アルコール類は

除く。） 

⑦ 通信運搬費：電話料、インターネット使用料、宅配便代、郵便料  等 

⑧ 保険料：会議・研究会等に参加する博士後期課程学生の旅行保険 

⑨ その他：やむを得ない事情により学振が必要と認めた経費 

 

３）経理処理の流れ 

グループにおける経理処理は独立行政法人日本学術振興会会計規程、独立行政法人

日本学術振興会会計細則、独立行政法人日本学術振興会旅費規程、独立行政法人日本

学術振興会旅費規程運用細則等によるものとします。２－３（３）の申請者には参考として現

行版を事前に送付します。 

  



9 
 

２－３ 公募期間、委員会・グループ設定構想調書の作成・提出方法 

（１） 公募期間 

令和８（２０２６）年７月１０日（金）～令和８（２０２６）年９月９日（水） １７：００（厳守） 

 

（２）構想調書の作成 

・応募にあたっては、別添の「委員会設定構想調書」又は「グループ設定構想調書」（以

下あわせて「構想調書」という。）を作成する必要があります。 

・委員会設定構想調書は、「委員会設定構想調書に関する作成要領」の指示に従って

作成してください。 

・グループ設定構想調書は、「グループ設定構想調書に関する作成要領」の指示に従っ

て作成してください。 

 

（３）構想調書の提出方法 

学振が指定するファイル配信サービス URL（以下「ストレージ」という。）へ、提出期間内に

構想調書をアップロードしてください。ストレージにファイルをアップロードするには、URL と

パスワードが必要なため、「５．問い合わせ先」のメールアドレス宛に、設立発起人代表者の

所属機関名及び氏名、構想委員会名又は構想グループ名、連絡先のメールアドレスをご

連絡ください。お送りいただいたメールアドレス宛に URL とパスワードを送信します。 
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３．審査方法等 

（１）審査等 

委員会等の審査及び決定は、学振が設置する産学協力総合研究連絡会議（以下「総研

連」という。）の審査結果に基づき学振が決定します。審査は非公開で行われ、提出された

構想調書は返却しません。 

 

（２）審査方法 

  書面審査及び合議審査にて委員会等の選定を行います。なお、総研連が必要と判断し

た場合にはヒアリング審査を行います。 

 

１）審査対象 

提出された構想調書が、要件を満たしていない、又は要件違反がある場合は、審査対象

から除外されることがあります。 

 

２）書面審査 

提出された構想調書に基づいて書面審査を実施します。 

 

３）合議審査 

書面審査の結果を踏まえ、合議により設定する委員会等の候補を選定します。 

また、ヒアリング審査が必要な構想委員会等を決定します。 

 

４）ヒアリング審査 

構想調書及びヒアリング当日の説明資料に基づいてヒアリング審査を行い、合議により設

定する委員会等の候補を選定します。 

※ヒアリング審査については、ヒアリング通知後１か月程度で実施します。 

※ヒアリングが必要な構想委員会等が決定された場合にのみ実施します。 

 

（３）審査の観点 

① 本事業の意義・目的との整合性 
② 活動計画の適切性 

③ 管理・運営に関する分担や責務の適切性 

④ 「形式要件」「その他の要件」との整合性 

 

（４）利害関係者の排除 

審査の過程において、利害関係者は排除します。 
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（５）秘密保持 

審査の過程において、秘密保持については適切に実施します。 

 

（６）設定する委員会等の決定 

学振は、総研連の審査結果に基づき、設定する委員会等を決定します。 

なお、決定に当たっては条件を付すことがあり、この場合において、委員会等が当該条

件を満たすことができないと判断されたときは、本決定を取り消すこととなります。 

 

（７）結果の開示 

結果については速やかにすべての設立発起人代表者に通知を行います。また、新たに

設定した委員会等の情報について、適切な時期に学振ウェブページに掲載します。 

 

（８）令和９（２０２７）年度から開始する委員会等の審査等に係る日程（予定） 

令和８年 7 月 10 日 公募開始 

 9 月 9 日 公募締切 

 9 月上旬～1１月上旬 審査 

 11 月中旬 審査結果の通知 

ヒアリング対象構想委員会等の通知 

 12 月上旬 ヒアリング審査 

令和９年 1 月上旬 修正した構想調書の提出期限 

 1 月上旬～1 月中旬 再審査 

 2 月上旬 再審査結果の通知 

 4 月 1 日 設定期間の開始 
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４．設定期間中の遵守事項等 

（１）遵守事項 

委員会等は設定時及び設定期間中、本事業の意義・目的を踏まえ、以下を遵守して運

営していただきます。 

 

産学協力委員会 

（設定時） 

① 設立発起人代表者が委員長となり、委員会の管理及び運営の責任を負うこと。 

② 組織の管理及び運営に必要となる内規等の案を有していること。 

（ア） 委員会の運営に関する総務（管理体制の構築、各種コンプライアンスの徹底） 

（イ） 会議・研究会等の運営 

（ウ） 学振との連絡調整 

（エ） 学振が構築する業務システム（産学 Web システム）を用いた会員管理 

（オ） 会費の把握（年度途中で参加する法人会員の会費に関する連絡調整を含む。） 

（設定期間中） 

① 法令、各種ガイドライン、協力会会則、学振の会計規程等 

② 法人会員の会費年額の把握（年度途中で参加する法人会員の会費に関する連絡調

整を含む。） 

③ 会員ならびに会議・研究会等の参加者等に関する情報の適切な管理（委員会におい

て秘密保持を誓約いただきます。） 

④ その他学振による通知 

 

  萌芽グループ 

（設定時） 

① 設立発起人代表者がグループリーダーとなり、グループの管理及び運営について責

任を負うこと。 

（設定期間中） 

① 法令、各種ガイドライン、学振の会計規程等 

② メンバーならびに会議・研究会等の参加者等に関する情報の適切な管理（グループ

において秘密保持を誓約いただきます。） 

③ その他学振による通知 

 

（２）遵守事項に違反した場合の措置等 

学振が、委員会等の運営が遵守事項に違反していると認めた場合、学振は委員会等に

対し以下のとおり改善指導等を行います。 

① 学振が違反の事実を認めた日から１８０日以内に、違反状態を改善するよう指導する。 

② ①で改善されなかったと学振が認めた場合、認めた日から９０日以内に、違反状態を
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改善するよう指導する。 

③ ②で改善されなかったと学振が認めた場合、認めた日から９０日以内に、違反状態を

改善するよう指導する。 

④ ③で改善されなかったと学振が認めた場合、設定を取り消す。 

 

（３）委員会等活動に含まれない活動に対する対応 

本公募要領において要件外としている活動は、委員会等活動に含まれない活動となります。

これらは、委員会等として設定されても学振による業務支援内容としません。仮に構想調書に活

動内容として記載していた場合であっても同様としますので予め注意してください。業務支援内

容に含まれない活動について不明な場合は、会議・研究会等の計画段階で事前に相談してく

ださい。 

 

（４）不適切な事案に対する対応 

委員会等の運営において、不適切な事案が発生した場合は、学振は委員会等に対して

（２）と同様の措置を講じます。 

 

（５）業務支援システムに対する対応 

委員会等の運営において、学振が備える業務支援システム（産学 Web システム）を使用

していただきます。使用方法等については、設定通知後に別途連絡します。 

 

（６）開催する会議・研究会等に関する条件 

会議・研究会等は委員会等単独又は複数の委員会等による共同で開催し、原則、会員

及びメンバー向けに行うこととします。なお、会議・研究会等にかかる経費は、委員会は原則

として協力会会費のみとし、グループは学振の支出経費のみとします。 

 

（７）活動の成果に関する報告 

別途通知する指定様式を用いて、各年度の活動報告を各年度の終了後の学振が指定

する期日までに、また、設定期間に亘る活動報告を学振が指定する期日までに行っていた

だきます。加えて、活動実績や成果、今後の方針等に関して意見交換を行うための報告会

（委員会は設定期間４年目、グループは設定期間２年目）を実施します。 
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５．問い合わせ先 

《公募要領、構想調書、審査、その他の問合せ先》 

〒102-0083 東京都千代田区麹町５－３－１ 

独立行政法人日本学術振興会 

基盤支援部基盤支援企画課産学協力係 

電話：03-3263-1728 

Email：sangaku@jsps.go.jp 


